		
（様式１）

	商号又は名称
	

	所在地
	



· 本業務と同種又は類似業務の実績調書
	業務名
	

	受注金額（税込）
	

	発注者名
	

	履行期間
	

	業務の概要
	




	専門的特徴
	















　　※必要に応じて適宜枠を拡大すること。
注１：同種は公営住宅管理システムの調達支援業務、類似は公的賃貸住宅管理システムの調達支援業務等とするが、範囲は限定しない。元請として履行した実績（履行中のものは除く。）とすること。
注２：発注者より受注金額の開示について同意が得られない場合や、包括契約等により同種又は類似業務に該当する金額の積算が困難である場合、「受注金額」欄にその理由を記載すること。
注３：業務の概要に管理戸数など支援業務対象の規模を記載すること。
注４：業務の概要及び業務の専門的特徴のうち、①各種手続きのオンライン化、②ＤＸ推進及び業務プロセスの見直し、③情報セキュリティ対策、④マイナンバーカードの利活用、⑤データ不突合防止対策については、具体的に記述すること。
注５：当該業務に係る契約書等の写しを添付すること。

（様式２）
	商号又は名称
	

	所在地
	



· 配置予定従事者の経歴・従事業務調書
※配置予定従事者ごとに記入すること。（業務責任者及び主要スタッフは必ず記載すること）
※①各種手続きのオンライン化、②ＤＸ推進及び業務プロセスの見直し、③情報セキュリティ対策、④マイナンバーカードの利活用、⑤データ不突合防止対策　に関するものがあれば、具体的に記述すること。
	氏名
	
	業務経験年数　　　　　年

	所属･役職
	

	役割
	業務責任者 ・担当スタッフ　

	本業務専任の有無
	専任　・　兼務

	専門分野
	

	担当する業務分野
	


	業務に関連する所有資格（資格の種類、部門、取得年月日）
	


　　※必要に応じて適宜枠を拡大すること。
※所属・役職について、提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等も記述すること。

	様式１で提出した業務における参画の有無
	有　・　無

	役割
	業務責任者 ・ 担当スタッフ

	担当した業務
	


※必要に応じて適宜枠を拡大すること。

	その他の職歴・業務経歴等
	同種又は類似業務実績の有無
	有　・　無

	担当した業務
	


　　※必要に応じて適宜枠を拡大すること。
　　※同種は公営住宅管理システムの調達支援業務、類似は公的賃貸住宅管理システムの調達支援業務とする。業務名、発注者名、履行期間を「担当した業務」欄に記載すること。

	本業務に従事させる理由

	


　　※必要に応じて適宜枠を拡大すること。

（様式３）
	商号又は名称
	

	所在地
	



· 業務実施体制表
	
	配置予定
スタッフ氏名
	所属・役職※
	担当する
役割・業務分担
	本業務専任の有無

	業務責任者
	
	
	
	専任・兼務

	担当スタッフ１
	
	
	
	専任・兼務

	担当スタッフ２
	
	
	
	専任・兼務

	担当スタッフ３
	
	
	
	専任・兼務


※　担当スタッフ人数が３名を超える場合、適宜、行を追加すること。

· プロジェクト実施体制図
想定している実施体制、指示命令系統、担当スタッフ（社内・社外等からの支援体制を含む。）を図で記載すること。
再委託を予定している場合は、再委託についての考え方、再委託先との役割分担についても記述すること。




　　※必要に応じて適宜枠を拡大すること。
